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施策分析シート（平成26年度）

施策No 02-04
部課名 福祉部介護保険課
課長名 古瀬

指標の推移

指標の推移

目標は、全国平均
各年度3月末実績

給付費/認定者数(3月末実績）
平成26年度は、計画数

指標に関する質問文

内線 2430

関連部課名

行政評価
事業体系

分野

政策

Ⅰ 生涯健康都市

02

施策名 介護保険サービスの基盤整備

高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成

お住まいの地域では、高齢者や障がい者への福祉が充実していると感じますか？

高齢者が可能な限り住み慣れた地域で自立した生活を営めるよう、「地域包括ケアシステム」の実
現に向け、在宅サービスや施設サービス等が提供できるよう基盤整備を進めていくとともに、医療
や介護等の高齢者ケアに係る多職種の従事者が連携できる仕組みの構築を進める。
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幸福実感指標名
23年度 24年度 25年度

福祉の充実度 3.07

17.4% 17.0% 17.8%

一人あたりの年間の給付額（千
円）

1554 1561 1607 1769

指標に関する説明
23年度 24年度 25年度

26年度
見込み

目標値
(28年度)

施策の成果とする指標名

―

16.7%要介護認定者の出現率 17.4%

平成２６年度は、計画数

第1号保険料収納率
（現年分）

97.24%97.03%97.17%97.20% 97.20%
目標値は第５期１号保険料算定にかか
る保険料予定収納率

4851 4919 12588 ―
地域密着型サービスの延べ利用
者数

4334

施策の分類
分類についての説明・意見等

26年度 27年度

重点的に推進 重点的に推進

２３～２５年度は、実績

現
状
と
課
題
（

指
標
分
析
）

今
後
の
方
向
性

《今までの成果及び指標分析を踏まえて》
○急速な高齢化の進展や単身・高齢者夫婦のみ世帯が増加している状況である中、地域包括ケアの
実現に向けて、介護サービスと地域生活支援を地域のネットワークの中で提供する仕組みを構築す
る。○重度要介護高齢者の割合が高い現状に対して、効果的な介護予防事業を実施すること。ま
た、自立支援型ケアプランの提供に向けて研修事業を実施し、レベルアップを図る。○医療・介護
の職種の双方がＱＯＬ（生活の質）重視の在宅ケアを目標とした強固な連携基盤を構築し、病気や
加齢による機能低下・状態悪化のため、継続的な医療と介護を必要としながら在宅で生活をする区
民を支援する。

第1号保険料収納率
（うち普通徴収分）

83.14%83.78%84.00%85.55% 85.55%

○高齢化の進展や単身・高齢者夫婦のみの世帯が増加する中、高齢者が要介護状態になっても可能
な限り住みなれた地域において継続して生活ができるよう、「地域包括ケア」の考え方に基づく取
り組みにより、高齢化のピークに対応していくことが求められている。○現状では、要介護認定率
については、国や東京都の平均とほぼ同水準となったが、要介護高齢者の重度化の割合が国や東京
都の平均より高い状況であり、これまでの介護予防事業の内容を検証し、効果的なサービスの提供
と実施体制の見直しが必要となっている。○医療と介護等の様々な職種の従事者が地域の中で連携
し、高齢者のＱＯＬ（生活の質）を重視した在宅ケアが求められている。

第５期介護保険事業計画に沿って、確実に事業を実施していく必要
がある。



No2

26年度 27年度

休止・
完了

休止・
完了

必要かつ効果的な事業については、介
護予防・日常生活支援総合事業へ移行
する。

継続

24年度 25年度

継続

施策を構成する事務事業の分類

事務事業名
事務事業
No

決算額（千円）
施策推進のた
めの分類

分類についての説明・意見等

高額介護サービス費支払
費用貸付事業

07-04-01

介護予防強化推進事業費 07-04-02 10,036 32,237

0 0
条例事業であり、セーフティネットと
して制度を維持する。

07-04-04 1,576 1,304 推進 推進
低所得の障がい者の日常生活を支援す
るために必要である。

高齢者住宅改修給付事業 07-04-03 31,202 22,332 推進 推進
介護予防制度との整合性を図りなが
ら、高齢者の在宅生活の支援を図る。

訪問介護自己負担額軽減
事業

継続 継続
地域密着型サービスとしての小規模多
機能型居宅介護サービスの一層の利用
促進のために必要である。

重点的
に推進

重点的
に推進

推進
改善・
見直し

07-04-10 0 26 継続

23 24

地域密着型サービス事業
所の整備

07-04-08 147,392 13,788

介護サービス事業者専門
指導事業

小規模多機能型居宅介護
事業者支援補助

07-04-11

継続

地域密着型サービスの充実は、区民が
要介護状態になってもできる限り住み
慣れた地域で生活するために必要不可
欠な介護保険サービスである。

介護人材のスキルアップを図るため、
事業内容の改善・見直しを行う。

適切な介護サービス提供を実現するに
は、介護サービス提供事業者が制度変
更に円滑に対応できるよう支援する必
要がある。

介護サービス事業所人材
育成補助事業

07-04-09 1,133 0

障がい者関連施策上必要な手段であ
る。

介護保険サービス利用者
負担軽減事業

07-04-06 2,235 2,064 継続 継続
介護保険制度を補う国・都の補助事業
であり、利用者負担軽減に直接寄与す
るものである。

介護保険移行者ホームヘ
ルプ利用負担軽減事業

07-04-05 178 347 推進 推進



住宅改修費 07-04-22 65,682 61,614 継続 継続
法に基づく必須事務事業であり、利用
者サービスに直接関わるものである。

在宅介護・施設介護サー
ビス費

07-04-2012,191,36612,258,600 推進 推進
制度の根幹であり、事業規模を測る目
安である。

福祉用具購入費 07-04-21 21,198 21,505 継続 継続
法に基づく必須事務事業であり、利用
者サービスに直接関わるものである。

介護保険制度の趣旨の普
及

07-04-18 1,520 1,510
重点的
に推進

重点的
に推進

第６期介護保険事業計画により介護保
険料の改定をはじめ、制度改正の内容
について広く区民に周知する必要があ
るため、必要不可欠である。

介護保険運営協議会の運
営

07-04-19 584 402 推進 推進
国の指針に基づき設置するものであ
り、制度の適正な運用を行う上で必要
である。

事業者支援・指導事業 07-04-16 15,030 15,768
重点的
に推進

重点的
に推進

介護保険サービスの適正化及び基盤整
備を図る上で非常に重要な事業であ
る。

介護保険事業計画策定事
業費

07-04-17 929 8,101
重点的
に推進

重点的
に推進

区の介護保険事業制度に対する肯定的
評価と信頼を高めていくため、第５期
高齢者プランの事業を着実に実施する
とともに、高齢者のニーズ等を踏まえ
た第６期高齢者プランを策定する必要
がある。

要介護等認定事務 07-04-14 132,379 131,784 推進 推進
法に基づき区が直接実施することを原
則とする、サービス利用上の必須事務
事業である。

介護保険システム運用管
理費

07-04-15 71,823 46,240 継続 継続 事業実施上必要不可欠な手段である。

07-04-12 416 369 継続 継続
従業者の意欲向上及び社会的評価の向
上につながる事業である。

賦課・収納事務費 07-04-13 19,900 23,907
重点的
に推進

重点的
に推進

今後、益々高齢社会となっていく状況
において、高齢者を支える介護保険制
度の基盤を強化し、介護保険事業の安
定的な運営を図る根幹となる事業であ
る。

介護保険サービス永年勤
続従業者表彰



介護保険事業特別会計の
管理

07-04-27 633,701 330,814 継続 継続 法に基づく必須事務事業である。

高額介護サービス費 07-04-24 307,052 312,815 継続 継続
法に基づく必須事務事業であり、利用
者負担に直接関わるものである。

住宅改修理由書作成経費
の助成

07-04-26 152 188 継続 継続
介護保険制度を補う国の補助事業であ
る。

特定入所者介護サービス
費（負担限度額認定）

07-04-23 328,165 398,823 継続 継続
法に基く必須事務事業であり、利用者
負担に直接関わるものである。

合　計 13,983,67213,684,562


